
買主が、買い受けた土地に心理的瑕疵があ

ったとして、売主らに対し、瑕疵担保責任又

は債務不履行に基づく損害賠償を求めた事案

において、三年前土地上にあった建物内にお

いて焼死者が発生したことも、本件売買契約

の目的物である土地にまつわる心理的欠陥で

あり瑕疵に当たるとして、買主の損害賠償が

一部認容された事例（東京地裁　平成22年３

月８日判決　一部認容　ウエストロー・ジャ

パン）

１　事案の概要

盧 不動産の売買を業とする法人買主Ｘは、

売主Ｙ１から、平成20年７月30日、本件土地

を代金１億1858万円で買受け（以下「本件売

買契約」という。）、同年11月17日、本件土地

の引渡を、また、仲介業者Ｙ２は、Ｘから仲

介手数料として355万7400円の支払を受けた。

盪 本件土地上には，平成16年12月当時、３

棟の建物があったが、同月27日午前０時８分

ころ、そのうちの中央に位置する建物（以下

「出火建物」という。）の１階南側住戸の６畳

間（ｂ号棟の区画上に位置する。）から、タ

バコの火の不始末と推定される原因により出

火し、この火災によって、火元に居住してい

た男性１名が上記６畳間内において焼死し

た。

蘯 Ｘは、本件土地上に５棟の建物を新築し

て、平成20年12月20日、その分譲を開始した

ところ、本件土地では、火災による死亡事故

が以前あったとの情報が近くの者からもたら

された。

盻 Ｙ２は、Ｘからの要請により、Ｙ１に問

合わせたところ、３～４年前に本件土地の南

側にあった２棟の建物のうち１棟のアパート

が一部焼け、賃借人が死亡したとの回答を受

け、これをＸに報告した。

眈 Ｘは、本件土地を分筆し、新築した建物

とともに分譲しようとしたが、ｂ号棟以外は、

売出価格で売却が実現したものの、ｂ号棟に

ついては、売出価格を4380万円まで下げたが、

未成約の状態にあった。なお、Ｘは、ａ号棟

の重要事項説明書上には、本件土地上の共同

住宅が平成16年12月27日半焼し、男性が１人

亡くなった旨を明記した。

眇 Ｘは、Ｙ１に対し、平成21年２月７日、

またＹ２に対し、同月９日、減縮前の本訴請

求額と同額を支払うよう催告し、争いになっ

た。

２　判決の要旨

裁判所は次のとおり判示し、Ｘの請求を一

部認容した。

盧 本件売買契約の目的物は、土地であって、

既に取り壊された出火建物を含むものではな

く、Ｘが行う分譲も分筆した本件土地及びそ

の上の新築建物を目的とするものであるにし

ても、本件土地上にあった出火建物で焼死者

が出たし、近隣住民には、このような事実の

記憶がなお残っているのだから、これを買受
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ける者が皆無であるとはいえないにしても、

買受けに抵抗感を抱く者が相当数あるであろ

うことは容易に推測しうるところである。

盪 そして、売買の目的物に瑕疵があるとい

うのは、その物が通常保有する性質を欠いて

いることをいうのであり、目的物に物理的欠

陥がある場合だけではなく、目的物にまつわ

る嫌悪すべき歴史的背景に起因する心理的欠

陥がある場合も含まれると解されるところ、

上記事実関係のもとでは、本件土地あるいは

この上に新たに建築される建物が居住の用に

適さないと考えることや、それを原因として

購入を避けようとする者の行動を不合理なも

のと断じることはできず、本件土地上にあっ

た建物内において焼死者が発生したことも、

本件売買契約の目的物である土地にまつわる

心理的欠陥であるというべきことになる。

蘯 そうすると、本件売買契約の目的物であ

る本件土地には、民法570条にいう「隠れた

瑕疵」があると認められるし、これを認識し

ていた売主Ｙ１には、信義則上、これを告知

すべき義務があったことになるから、Ｘは、

売主であり、上記事実を認識していたＹ１に

対し、これに基づく損害賠償を請求しうるこ

とになる。

盻 本件売買契約当時、仲介業者Ｙ２におい

て、本件火災事故のことを認識していたもの

と認めるに足りる証拠はないから、Ｙ２に説

明義務違反があるとはいえない。また、仲介

業者は、売主の提供する情報のみに頼ること

なく、自ら通常の注意を尽くせば仲介物件の

外観から認識することができる範囲で物件の

瑕疵の有無を調査し、その情報を買主に提供

すべき義務を負うが、それ以上に独自に調査

して報告すべき注意義務までを負うものでは

ないと解される。

眈 Ｘが上記瑕疵により被った損害額につい

て、本件売買契約代金額のうちｂ号棟が占め

る分（売買代金額１億1858万円及び本件土地

に上記部分が占める面積割合約２割からする

と、約2370万円と求められる。）との関係か

ら検討すると、本件売買契約の３年半ほど前

のことであって、他殺や自殺ではなく、出火

建物も既に以前に取り壊し済であることその

他本件に顕れた一切の諸事情を総合すると、

上記損害額は、上記ｂ号棟が占める代金分の

１割足らずである200万円と認めるのが相当

である。

３　まとめ

本判決は、三年ほど前、土地上にあった建

物内において焼死者が発生したことも、本件

売買契約の目的物である土地にまつわる心理

的欠陥であるとして、損害を認めた事例で、

同種の一事例として実務上参考になろう。

「心理的瑕疵」の有無は、原因や経過した

年月、周囲にどの程度知れわたっているかに

よっても判断が異なる。

同様の事例として、①買った土地にある物

置で、約７年前に自殺があったことが判明し、

契約の解除を認めた事例（東京地判H７･５･

31）、②土地を買ったら、以前そこにあった

建物で８年前に殺人事件が起きていたという

事案で、売買価格の５％の賠償を売主に命じ

た事例（大阪高判H18･12･19）、③農村の土

地を買ったら、約50年前、そこにあった家屋

で殺人事件が起きていたという事案で、土地

を売った売主と仲介業者に賠償を命じた事例

（東京地判H12･８･31）、④都市部のワンルー

ムマンションを借りていた住人が自殺した事

案で、今後１年間は部屋を賃貸できず、３年

間は従来の賃料で貸せなくなったとして、住

人の連帯保証人らに132万円の支払いを命じ

た事例（東京地判H19･８･10）などがある。
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